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『ルールの全体イメージ案』 

パートナーシップで進めるまちづくりのルール 

～協働の実現を目指して～ 

 

■この「たたき台」は、グループワークでの意見を基本として作成している。 

 

１ はじめに 

※ １ページ分を、会長に執筆をお願いする。 

 

２ パートナーシップとは何でしょうか？ 

※ 一般的にパートナーシップとは、「相互理解による良好な協力関係」という意味だ

が、ここに書く文章は『「中標津町町民会議バージョン」のパートナーシップ』を

定義づけする必要がある。参考資料として「町民会議のチラシ」に掲載されてい

た文章を掲載する。 
□ 「住民と行政が共に考え、共に行動する」というのがパートナーシップ。 
□ 「どのようなサービスがどのくらい必要か、それを、誰がどういう方法で提供す

るか」についての仕組みを検討し、行政がほぼ独占していた公共サービスの提供

のあり方を見直し、より地域課題の解決に実効性が高く、かつ住民から見て選択

肢があるサービスを提供するために、住民と行政、そこに町内会組織、まちづく

り団体、企業、経済団体、ＮＰＯなどの多様な団体が、知恵や資源を持ち寄って

まちづくりをしていかなければならない。 
 

３ 誰と誰がパートナーでしょうか？ 

※ 行政と町民＋地域やまちづくりに関係する団体や企業 

 

４ なぜパートナーシップを考えるのでしょうか？ 

□行政からみた必要性 

① いろいろな価値観やライフスタイルを持つ人々が、自分の必要に見合ったき

め細やかな公共サービスを求める時代になった。 

② 行政サービスは住民に対する公平と公正が原則であり、きめ細やかなサービ

ス対応には答えられない。 

③ 第３セクターや民間委託などにより、民間資源を行政サービスに取り入れて

きたが、行政主導のサービス提供で「行政の指示」という形だった。 

④ 行政の財政状況は下降気味で、行政サービスは縮小傾向にある。 

□町民からみた必要性 

① 地域の活力を増すプラス思考の改革が必要となった。 
② 地域の課題解決に、実効性が高いサービスを可能にする。 
③ 縦の関係から横の関係を築いて、より住みやすい中標津を創るため。 
④ 地域コミュニティから、楽しく活気のある暮らしを実現する。 
⑤ 安心して暮らせる、共に支えあう生活を実現するため。 
そのためには、どのようなサービスが？どのくらい必要か？を話し合う必要がある。 
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パートナーシップをつくるための「仕組みと基本ルール」を考えるのが「まちづく

り町民会議」である。 
 

５ パートナーシップを推進するために 

① 情報共有について 

□現在の問題点 

■行政側の問題点 

① 事業決定までの経過・経緯の説明不足。 

② 全国的な問題への説明不足。 

③ 情報公開の不足。 

④ 情報発信の方法が、わかりづらい。 

⑤ 個別意見に対する対応が、分からない。 

■町民側の問題点 

① 町政に対する情熱・興味が足りない。 

② 知ろうとする意欲が足りない。 

□基本的なこと 

■情報とは、３種類である。 

１．基本的に必要な情報 

①町民とのコミュニケーションのための情報 

（役場の中で、誰が何をしているのかという情報） 

    ②行政の制度や仕組み 

２．住民が必要とする情報 

    ①行事、健診、手続きなど、インフォメーション 

    ②行政からの働きかけが基本的に必要なもの 

３．パートナーシップのために共有しなければならない情報 

    ①街づくりに関する情報 

    ②事業の決定や過程に関すること 

■行政としての基本的にやらなければならないこと 

① 会議議事録の公開が必要である。 
② 広告技術の向上、プレゼンテーションの訓練が必要である。 

③ １度の情報発信ではなく、何度か行なっていくことが必要である。 

④ 行政文書に分かりやすい表現が必要である。 

⑤ 役場の各部から連携を取ることが必要である。 

⑥ 回答や問い合わせなどに対して、電話での応対、手紙やハガキなどの心のこ

もった伝達が必要である。 

□情報共有の基本ルール 

① 情報は一方通行では駄目、双方向・相互理解でなければならない。 
② 行きやすい、聞きやすい行政であるようにする。 
③ いつでも見られる、見たいときに見られる情報になっていること。 
④ 必要な情報は与えられるものから、町民自ら取りに行く努力が必要。 
⑤ 個人情報保護法に注意する。 
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⑥ 案内窓口の必要性（特別に作らない「コミュニケーションカード」設置、ワ

ンストップ窓口など） 
 

② 対等な関係を築ける場づくり 

□現在の問題点 

■行政側の問題点 

① 行政の仕組みがマズイ。 

② ピラミッド型の社会である。 

③ 職員はもっとのびのびとしたほうが良い。 

④ ＣＳ（カスタマーサティスファクション）（顧客満足）を理解していない。 

⑤ 声の大きい人だけが強い。 

⑥ 結果の評価がない。 

⑦ 現状を受け止めた上でのプロ意識の構築が必要。 

⑧ たてまえの解体が必要。 

⑨ 使途の明確化（説明責任）が必要。 

■議会の問題点 

① 議員の存在価値が問われている。 

② 都合の良いときだけ、住民の代表。 

■町民の問題点 

① 誰かを悪者にする。 

② 責任転嫁。 

③ だんだん責任転嫁対象がなくなり、破綻する。 

■コミュニティの問題点 

① 町内会未加入が多い。 

② 地域のリーダー（先駆者）が居ない。 

③ 加入者と未加入者を差別化すべきではないか。 

④ 目的化（誘導）が必要。 

⑤ 目的の共有が必要。 

⑥ 民間の力（すぐ結果が出る）が必要。 

□基本的なこと 

■意識改革 

① 住民主体のまちづくりの意識 

② 新しいまちづくりを行なう意識が必要 

③ 職員、町民の意識改革 

④ 協働（パートナーシップ）への転換が必要 

⑤ 批判だけではなく、課題としてともに考える 

⑥ 外に出る意識を持つ 

■情報共有 

① 行政と町民、町民と町民との情報共有 

■参加のしやすさ 

① 参加しやすさ、話しやすさを工夫 
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② 参加の機会を数多く実施 

③ 参加しやすいシステム構築 

■ＮＰＯの育成 

① ボランティア団体育成 

② 行政に興味のある、支援する、意見する、団体を育て、受け入れる。 

③ ＮＰＯなどの活動団体を増やす、支援する 

④ ＮＰＯ等を設立して行政に対して意見を言える場を作る。 

⑤ 理想、考え方、思いを同じくする者での集合体（例：ＮＰＯ）で、まちづく

りの意見、規制緩和で公共サービスの担い手、受け手となっていく。 

■町内会の重要性 

① 町内会・自治体組織へ参画し、地域の声を反映させること 

□対等な関係を築くためのルール 

■すぐに使える「平等で対等に話し合えるルールや手法」 

① 対面での情報交換 

② 正確な情報（ウソはダメ）を伝える 

③ 会議のルールに、対等のルールを明記する 

④ 相手を尊重する 

⑤ 少人数で同じテーマを話し合い、最後に全体会議を行なう「ワークショップ」

の手法を取り入れる 

⑥ 「さん」で呼ぶこと 

⑦ 相手に対する態度や言葉遣いに気をつける 

⑧ 第１回目は飲み会 

⑨ 円卓会議を取り入れる 

 

６ パートナーシップを推進するための具体的な解決策 

□情報共有の課題を解決するための具体的な方法案 

■広報誌のあり方（町民への情報発信）  

① キャッチコピー、視覚的アピール、インパクトが必要 

② 公共施設以外での広報誌の閲覧推進、空港などに置く。町民以外にも情報共

有を。 

③ 読むための面白さ、行政の情報は堅い、分かりやすい表現化が必要 

④ 他人の意見がわかる 

⑤ 広報作成を民間委託 

⑥ ボランティアを活用・募集 

⑦ 字の大きさ 

⑧ 情報誌の一元化（各セクションのつながり） 

⑨ 広報誌の有料化も方法の一つ 

⑩ スポンサーを取る。 

⑪ 情報発信（広報誌）の経費削減の検討。 

⑫ 町民が各部署の何が知りたいのか、アンケートなどでニーズの把握をする。 

■議会のあり方（町民への情報発信） 
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① 公聴会を開催する。 

② 委員会を傍聴したい 

③ 議会などを、ケーブルＴＶや議会放送で 

④ 議会傍聴サークルを、町民が組織する。 

■ホームページのあり方（町民と町民以外への情報発信） 

① インターネットが当然ではない。 

② 各課のホームページを作成し、的確な情報提供を。 

③ 統計情報、データベースを作成する。 

④ インターネット上の行政情報ライブラリー（図書館）。 

⑤ ジャンル別で、情報検索を 

⑥ 意見を書き込めるホームページ 

⑦ 担当別のブログ形式 

⑧ リンクを張り、相互に行き来できるようにする。 

⑨ 行政と団体（ＮＰＯなど）の情報の互換性。 

⑩ ボランティアや各種団体のデータベース化 

■観光案内所のあり方（町民以外への情報発信） 

① 観光案内所の設置場所を考えるべき。 

② バスセンターにあるべきでは？ 

■その他の情報提供システムについての提案 

① 公共施設の情報コーナー設置・充実 

② コミュニティルームの設置 

③ パブリックコメントの導入 

④ 今日のニュース・壁新聞・掲示板 

⑤ 庁内放送 

⑥ コミュニティＦＭ 

⑦ 防災無線 

⑧ 広報誌、ホームページ、広報車以外の発信方法を工夫する。 

 

□対等な関係を築くための具体的な方法案 

パートナーシップ（協働）の基盤を、強くするために 

■個人の意識を高める 

① 個人として地域社会に関心を持つ、社会貢献活動などに参加する 

■企業の意識を高める  

① 企業にも社会貢献活動に参加する 

② 行政と商工会など（団体）との意見交換 

③ 規制緩和 生活面（官→民） 産業振興面等 地域からの声を 

■町内会の取り組みを強化する 

① 町内会の積極的活動を進める 

② 町内会で自治的地域力を高める 

③ 地域課題を考え、解決する町内会 

④ 町内会組織の活性化 
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⑤ 規模の差、再編 

⑥ 町内会組織の再編 

⑦ 町内会連合会（リーダー）の役割 

⑧ 町内会（連合会）のリーダーシップ 

⑨ 町内会の実態調査 

⑩ 町内会内部のコミュニケーションが必要 

⑪ 地域課題などは、町内会と行政が話し合う 

■行政の意識を高める 

① 町民とのコミュニケーション（あいさつ、役場職員が町のＰＲ、役場職員が

商工会など（団体）のイベントに参加） 

 

パートナーシップ（協働）の拠点をつくる 

「団体と団体」「団体と行政」の接点（つなぎ役）の必要性 

■担当課を設置する必要性 

① 協働担当課の設置 

② 役場内に協働でまちづくりをする際の専門窓口を設置 

■仕組みや支援体制の必要性 

① 町民が活動しやすい仕組みや支援体制をつくる 

② 町内会を通さずに、個人として話し合いの場に行けるシステムづくり 

③ 町民と町との意識共有には目的が必要 

④ 協働を進めるための具体的な制度、仕組みの整備 

■町民のための拠点づくりの必要性 

① まちづくりセンターの設置（独立した団体の構築） 

② コミュニティルームの設置 

③ 市民活動センターの設置 

④ ＮＰＯ設立の支援センターの設置 

⑤ 住民の意見を集約できる場所（行政にも伝わる） 

⑥ 政策提案の情報を知ることができる場所 

⑦ 住民が気軽に立ち寄れる拠点づくり 

⑧ 意見交換の場 

⑨ 集まりやすい、行きやすい場所に設ける（文化会館・・・） 

⑩ ＮＰＯ設立の支援センターの設置 

⑪ 拠点では、結果の評価をして公表する 

 

パートナーシップ（協働）への参画を行なうために 

■現在ある仕組みの充実 

① 出前講座の充実、講座メニュー作成 

② 町と行政の懇談は、テーマを絞って 

③ 説明会・相談も重要 

■意見交換会などの話し合う場の実施 

① テーマ別 意見交換会 
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② オフサイトミーティング 

③ まちづくり意見交換会の実施 

④ 町民、行政の相互理解と交流、意見交換の場づくり 

⑤ 意見交換会の充実 

⑥ まちづくり協議会、まちづくり検討会などの話し合う場の設置 

⑦ 行政と住民との意見交換 

■研修会などの勉強する場の実施 

① 町民、職員の合同研修会 

② まちづくり研修会、身近な問題の勉強会などの実施 

③ まちづくりに関する研修会やフォーラムを定期的に行う。 

■政策や計画などへの参画について 

① 政策形成や事業の企画立案、実施への積極的な町民参加 

② 地域課題（要望）など解決する仕組み、施策検討する場が必要 

③ 協議会・審議会の設置 

④ 計画（策定委員会）などの会議への職員の委員としての参加 

■パートナーシップへのＰＲについて 

① 協働という概念について、ＣＭ情宣 

 

 

 

① 「パートナーシップガイドライン」を策定し、実現化 

② 具体的なテーマで実践するプロジェクト 

③ 課題別のパートナーシップの場 

④ ルールづくりのモデル事業 

⑤ モデル事業をやってみる 

⑥ 規制緩和 

⑦ 協働事業への補助制度の創設 

⑧ １％まちづくり事業など 

⑨ 行政サポーター制度 

⑩ 行政と町民との共催、後援 

⑪ 協働に馴染む公共課題を、市民活動団体に委託（行政パートナー制度） 

⑫ アンケート結果を施策につなげる仕組み 

⑬ 広報紙作成ボランティア 

⑭ 広報誌にフリースペースを設けたい（住民の組織化、ＮＰＯに向けた取り組

み？） 

⑮ 広報紙の中・高生ページ 

⑯ 評価まで行なう場を設置 

⑰ 電子会議室 

 

 

 

パートナーシップ（協働）の展開 
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７ 今後の課題 

① 「情報共有」についての課題 

１．情報共有について共通する「情報共有の仕組みづくり」が必要。 

２．共有する情報の、①ルール②基準③レベルづくりを行なうことが必要。 

３．情報を共有すべき、部会・グループを作り、活用するルールや仕組みを考

える。 

② 「対等な関係を築ける場づくり」についての課題 

１．行政も民間も町民であり、共に対等であるという自覚。 

２．自己責任と自律の意識を持つ。 

３．官、民、議員、それぞれの役割分担と責任を明確にする。 

③ 町民会議の継続性 

１．このまま終わっては、絵に描いたモチ！？実行することが大切。 

２．会議の継続が必要 

④ 今後、実行していく場の設定が必須 

１．個人のフィールドで展開すること。 

２．行政、町民、共に発展的に実践していく！！ 

 

８ 用語の説明 

① 協働とは？ 

地域社会づくりにおける「協働」とは、市民と行政が、相互の理解と信頼の下に、目的を

共有し、積極的に連携、協力することによって、地域の公共的な課題の解決に当たろうとす

る考え方です。『パートナーシップ』と言い換えることが出来ます。 

② 「市民活動」の「市民」とは？ 

〇〇市の住民という意味での市民ではなく、『社会的な立場や、所属などにとらわれないで、

個人として社会的責任を自覚した人々』という意味の「市民」を指しています。 

③「市民活動」とは？ 

『営利を目的とせず、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とし、継

続的かつ自発的に行なわれる活動』を意味します。 

④ＮＰＯ（エヌ・ピー・オー）とは？ 

｢Ｎｏｎ－Ｐｒｏｆｉｔ－Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ｣（ノンープロフィットーオーガニゼ

ーション）の略で、「民間非営利組織（団体）」と訳されます。その目的と活動内容には、公

益性・組織性・継続性・非政府性・非営利性・自己統一性・自発性が求められます。また、

法人格の有無とは無関係に使用する用語で、公益性のある理念があり２人以上の組織であれ

ば、ＮＰＯと名乗ることが出来ます。 

⑤ボランティアとは？ 

個人として活動に取り組むことを指します。「自発的な奉仕＝無報酬の活動」という意味に

取られやすいが、「双方向の行為」であり、「お金では換算できない報酬＝出会い、生きがい、

感動、達成感や充足感」を得る事が出来ます。ＮＰＯという組織にとって、ボランティアは

「重要な人的資源」であると言えます。 

⑤ ワークショップとは？ 

本来の言葉の意味は、「作業場」、「研究会」という意味です。現在は、１つのテーマに対
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して同じ体験を通じて、楽しみながら「相互理解」や「合意形成」を見つけ出していく「話

し合いの手法」の一つとして捉えられています。ワークショップは、ファシリテーターと呼

ばれる司会進行役の人が、参加者が自発的に作業をする環境を整え、参加者全員が体験共有

するように運営していくのが通常のやり方です。ワークショップでは、行政や市民、企業や

団体の参加により、お互いの立場を認識し、意見を出し合い、問題点や課題を共有し、意見

集約を行ない、コミュニケーションを深めることが出来ます。 

⑥ ファシリテーターとは？ 

ワークショップなどの場で、発言を促したり、話の流れを整理したり、参加者の認識の一

致を確認したりすることで、相互理解を促進し、合意形成へ導き、組織を活性化させる役割

を担います。結論を決定するリーダーではなく、常に中立な立場に立ち、参加者の価値観や

考えを尊重する役割で、「水先案内人」といわれています。 

 

９ 町民・高校生アンケート調査 

※ 別紙、配布済みの取りまとめ資料に考察を入れる。 

 

10 パートナーシップで進めるまちづくり町民会議 名簿 

 

11 パートナーシップで進めるまちづくり町民会議 経過 

※ 毎回配布している「会議の結果」を添付する。 

 


